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諸収入

うち県営事業

　　※　普通会計は自治体間の財政比較をするために用いられる統一的な会計区分であり、入間市では一般会計、後期高齢者医療特別会計及び土地区画整理事業特別会計の一部で構成されています。

※　表中の構成比及び住民一人当たりの額については、表示単位未満四捨五入のため、積み上げた数値とその合計値は必ずしも一致しません。　

災害復旧事業費 0 0.0% 0.0% 0円 0

・埼玉西部消防組合 0 0.0%

臨時財政対策債 588,854
合　　計 5,473,750 合　　　計 97.7% 合　　計 28,134,43447,195,861 100.0% ▲3.8% 324,683円 31,553,406 27,496,279

減収補填債特例分 0

629,049 0

小    計 27,545,580

▲12.8% 10,707円

0

うち単独事業 1,556,366 3.3%

0.0% 0円 0

8,306

議会議長 H10.4.1 493,000円 ・瑞穂斎場組合 介護保険

議会議員 H10.4.1 414,000円 ・埼玉県後期高齢者医療広域連合

34,831

0

教 育 長 R2.10.1 720,000円 ・入間西部衛生組合 後期高齢者医療 1,863,432

うち補助事業 1,155,418 2.4%

5.7%

1,826,196

0.0% ▲15.9% 23円 0

▲9.8% 18,656円 671,156 0

財産収入▲5.4% 7,949円 42,107 0

区 　分 適用開始 給料・報酬月額 ・埼玉県市町村総合事務組合 下水道 460,000

使用料・手数料 93,921

副 市 長 R2.10.1 783,000円 ・埼玉県都市ボートレース企業団 国民健康保険 810,719

普通建設事業費 2,711,784

0 0.0% 0.0% 0円 0 0

貸  付  金 3,320

28

市    長 R2.10.1 931,000円 ・彩の国さいたま人づくり広域連合 宅地造成 513,403

前年度繰上充用金

積  立  金 663,414 1.4% ▲67.6% 4,564円 521,729 78,046

3.0% 15,176円

4,226,268 3,535,168 12.6%

地方交付税

0

分担金・負担金

法人事業税交付金

0

国有施設等交付金

交通安全対策特別交付金 15,522

地方特例交付金 165,051

2,785,731

13.7%

0.0% 0円 0 0

8.8% 34,492円

219,92519,643円 2,473,129 1,101,063 3.9%

▲ 1.3%

うち一部事務組合分 2,206,022 4.7%

特　　別　　職　　等 一部事務組合への加入等の状況 公営企業等への繰出 繰  出  金 5,013,774 10.6%

うち組合分以外 2,855,320 6.0%

投資及び出資金 0 0.0%

3,207,030 11.4%
自動車税環境性能割交付金 51,696

8.8% 34,819円 4,593,329臨時職員 - - - 介護保険 11,165,944 補 助 費 等 5,061,342 10.7%

2,120,200 2,105,967 7.5%合　　　計 826人 42.4歳 310,965円/月

ゴルフ場利用税交付金 49,687技能労務職員 66人 51.9歳 276,015円/月 後期高齢者医療 2,173,246 12.4% 476,966 1.0% 38.7% 3,281円 444,004 444,004

0.1%

維持補修費

17.9% 8.9% 58,107円 6,272,158 5,505,269 19.6%

1.6%

90,448教育公務員 17人 43.0歳 372,588円/月 会　 計　 名 歳出総額 増減率（％）

物  件  費 8,446,424

1.9% 26,777円 3,892,345 3,892,345 13.8% 株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金 3,328,357消防職員 - - - 国民健康保険 14,891,285

公  債  費 3,892,345 8.3%

12,581,351 26.7% ▲13.9% 86,553円 3,344,644 3,338,828

- - 利子割交付金 8,110区　　分 職員数 平均年齢 １人あたり給料
会計別決算状況（公営企業会計は除く）

扶  助  費 11.9% 配当割交付金 116,377一般職員 743人 41.4歳 312,659円/月

うち職員給 5,474,699 11.6% 2.4% 37,663円 4,959,914

17.7% 1.6% 57,410円 7,587,773

地方税 20,189,487
一　　般　　職　　員　　等

収入比率 0.2%

人  件  費 8,345,141 地方譲与税 309,274ラスパイレス指数 100.9 7,573,635 26.9%

市たばこ税

▲4.5% 336,231円 経常一般財源収入実質単年度収支
▲ 237,936 2,509,955

土地開発基金 303,044 

歳　　　　出　　　　内　　　　訳　　　　（　　性　　質　　別　　） 区        分 決  算  額F＋G＋H－I＝J
収益事業

収入額 60,000 

区　　　　　　　　分 決 算 額 構成比 増減率 住民一人当たり 一般財源等 うち経常一般財源等 経常収支

6,349円

合　　　計 48,874,528 100.0%

地  方  債 2,120,654 4.3% ▲46.2% 14,589円

軽自動車税 350,024

うち法人 1,107,623 5.1%

1.6% 徴収率 98.6%積立金取り崩し額
0 0

財政調整基金 4,098,487 

936,029 4.3% 実質徴収率 98.6%I 定額運用基金現在高 432,372 

諸  収  入 922,849 1.9% 14.1%

都市計画税

21,539,968 100.0%H 積立基金現在高 5,796,339 43.1% 合　　計
0 0

債務負担行為額(支出予定) 15,177,994 

繰  越  金 2,097,581 4.3%

33.2% 1,300円

63.6% 14,430円 固定資産税 9,285,587

39.5% 鉱産税 3 0.0%G 地方債現在高 30,142,298 

繰  入  金 188,965 0.4%

140,090 0.3% 247.0% 964円 うち個人 8,510,221
212,500 1,694,709

歳入一般財源等 33,232,073 

寄  附  金

1,350,481 6.3%繰 上 償 還 額

構成比F 経常収支比率 97.7%

財 産 収 入 60,113 0.1% ▲66.7% 414円

▲3.8% 22,536円 区　　分 決 算 額 構成比 区　　分
▲ 450,436 815,246

市 民 税 9,617,844 44.7% 特別土地保有税 0 0.0%積　立　金

C－D＝E 義務的経費比率 52.6%

国庫支出金 10,284,580 21.0% ▲16.5%

0.6% ▲4.2%
1,560,492

単 年 度 収 支　　

使  用  料 402,824実　質　収　支

決 算 額

0.8% 4.2% 2,771円
2,010,928

公債費負担比率 11.7%

手  数  料 268,629

経常一般財源等比率 100.9%

県 支 出 金 3,275,902 6.7%

31,553,4061,848円 合　　計 47,195,861 100.0%

70,752円 市　　税　　の　　内　　訳

▲3.8% 324,683円

0.2% 537円0.2%翌年度へ繰り越す
118,175 86,653

債務負担行為含む 7.7%

分担金・負担金 180,621 0.4% 3.3% 1,243円

A－B＝C 公債費比率 7.7%

国有施設等交付金 78,046

べき財源           D 起債制限比率 6.6%

0.0% ▲5.7% 107円

2,785,731 5.7% 6.3%

歳入歳出差引額
1,678,667 2,097,581

実質収支比率 5.7%

0B 財政力指数 （３ヵ年平均） 0.89

うち特別交付税 172,745 0.4% ▲3.0% 1,188円

19,164円 諸 支 出 金 0 0.0% 0.0% 0円

交通安全対策交付金 15,522

歳　入　総　額
48,874,528 51,158,353

歳　出　総　額
47,195,861 49,060,772

標準財政規模(臨財債含) 27,297,115 

うち普通交付税

0A 基準財政収入額 18,862,992 

地方交付税 2,958,476 6.1% 5.7%

0.3% ▲52.6% 1,135円 災害復旧費 0 0.0%

3,892,34520,353円 公  債  費 3,892,345 8.3% 1.9% 26,777円

1,831,016

法人事業税交付金 219,925 0.5% 13.8% 1,513円 教  育  費 5,642,529 12.0%

28.2% 356円 消  防  費 1,920,988 4.1% ▲10.0%

2.5%

2.3%1.1％ 26.1％ 72.8％

基準財政需要額 21,648,723 

地方特例交付金 165,051 0.0%

0.1%

1,737円 161,95649,449人

38,818円 4,398,396

6.8% 3.3% 22,897円

3,076円 434,187342円 商  工  費 447,171 0.9% 66.4%

自動車取得税交付金 783 0.0% 4505.9% 5円 土  木  費 3,641,943 7.7% 2.3%

▲40.9% 622円 労  働  費 49,149 0.1%

農林水産業費 252,509 0.5% ▲44.3%

32,511円 3,383,983

R4.3.31 146,074人 3,321人 1.1％ 25.2％ 73.7％ 株式等譲渡所得割交付金

0.2% ▲9.9% 801円 衛  生  費 4,725,743 10.0%
2

720人 16,467人 48,092人 配当割交付金 116,377

338円 3,5970.2%90,448 ▲38.2%人　口

R5.3.31 145,360人
人口密度

3,259人

職業
人口

世帯数 R5.3.31 67,769世帯 59,004世帯

地方消費税交付金 3,328,357

0.9%

ゴルフ場利用税交付金 49,687

増加率 ▲0.5％
世帯数

61,222世帯
27

755人 17,772人

2,128円 総  務  費

民  生  費 21,114,506 44.7% ▲4.4% 145,257円 10,481,092第3次 利子割交付金 8,110 0.0% ▲38.7% 56円

279,295 0.6% ▲1.5% 1,921円 279,243

住 民 基 本 台 帳 人 口 等
27年 148,390人 27年 124,151人

地  方  税 21,539,968 44.1% 3.3% 148,184円 議  会  費

5,229,683 11.1% ▲15.4% 35,977円 4,459,199
増加率 ▲1.8％ 産業構造

面　     積 44.69ｋ㎡

人口

2年 145,651人
人口集中地区人口

2年 122,530人

増減率

第１次 第2次

地方譲与税 309,274 0.6% ▲0.1%

令和４年度　普通会計決算状況調書
さいたまけん い る ま し

112259（単位：千円） 埼 玉 県 入 間 市
市 町 村 類 型 Ⅲ－３

国　　勢　　調　　査　　人　　口　　等
歳　　　　入　　　　内　　　　訳 歳　 　出 　　内　 　訳　 　（　目　的　別　）

交付税種地区分 Ⅱ－７ 区　　　　分 決 算 額 構成比 住民一人当たり 一般財源等住民一人当たり 区　　分 決  算  額 構成比 増減率

25,055円 2,228,392

自動車取得税交付金 783

区　　　分 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 区　　　分 指　　数　　等
自動車税環境性能割交付金 51,696 0.1%

0円

13,215円


